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統計分析に見る大規模農家の動向とその特徴
−都府県15ha以上農家に焦点を当てて−
平　林　光　幸１）
Recent Trend and the Characteristics of Large-Scale Family Farming 
from a Viewpoint of Statistical Analysis
−Focus on large-scale farmer with farmland of 15 ha or more in Japan exclude Hokkaido−
Mitsuyuki HIRABAYASHI
要　旨
　近年、15haを超える農業経営が各地で生まれ、大規模農家が層をなして形成されつつある。
ところが、これらの大規模農家については統計データが十分に公表されておらず、一括りで計上
されていたため、詳細な統計分析ができなかった。近年、農業センサスではこれらの層について
も詳細な統計データが公表されるようになった。そこで、本論文では、都府県15ha以上農家の
動向とその特徴を明らかにすることを課題とした。その結果、①大規模農家は稲作＋麦・大豆経
営が中心的であるが、稲作＋野菜に取り組む農家も増え、労働集約的部門の導入も進んでいる。
②常時及び臨時雇用に依存した経営が進んでいる。③事業の多角化が進みつつあるなど、新たな
取組がこれらの農家によって取り組まれている。ただし、④大規模な農家ほど交付金に依存した
経営構造になっており、政策的な下支えの重要性が明らかとなった。
　キーワード：農業センサス、大規模農家、水田作、複合経営、雇用労働力
Summary
　　Liquidation of farmland has currently advanced and farm households with farmland of 15 
ha or more are coming out. However, analysis of those characteristics based on the statistical 
data has lagged behind. This paper focused on farmers with farmland of 15 ha or more and 
demonstrated the characteristics of those farmers using statistical data. The analysis results 
show new challenges of these farmers; (1) most of large-scale farmers are focusing on cultivation 
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of rice, barley and soybeans but increased farmers adopt labor-intensive farming to work on rice 
and vegetable cultivation, (2) management based on full-time or temporary employment is 
advancing, (3) business diversification is advancing. The analysis also shows (4) large-scale 
farmers have greater reliance on national subsidiary, which suggests an importance of political 
supports.
　Keywords： large-scale farmer, agricultural census, paddy field farming. multiple farming, hired 
worker on farm
１．はじめに−問題意識と課題の設定−
　わが国の水田作経営は稲作所得を柱に成り立っており、米価及び生産調整の動向が経営全体の
収益性に大きな影響を与えている。95年に食糧管理法が廃止されて以降、米の消費量減少など
によって、米価は下落するとともに、生産調整も拡大の一途をたどってきた。そのため、経営面
積の拡大などがはかれなければ、農業所得は大きく減少することになり、他産業にたよらない農
業経営を展開するためには、経営面積の拡大や経営の複合化、多角化が必要である。
　ところで、これまで大規模農家といった場合のファームサイズは、経営耕地面積５ha以上が
長年、指標として利用されてきた。これは米価が相対的に高く、生産調整面積率も低かった時代、
大規模農家自体が点的な存在であったからである。つまり、５ha以上という区分は農業構造と
農業経営の両者の視点からの要請に応えうる経営面積規模であった。ところが、稲作経営環境が
悪化するなかで、他産業と均衡した所得を農業から得る場合には、15ha程度の経営面積が必要
であり２）、５ha以上を大規模経営とすることには農業構造の視点からは意味のあることであるが、
経営の視点からは有効な区分であるとはいえない。
　以上のように、経営的な視点から農業センサスデータなどを活用して、統計分析をする場合に
は経営耕地面積15ha以上の詳細な検討が必要なる。これまでは、経営耕地面積の最上位規模層
が「15ha以上」であったが、2005年センサスより最上位規模層が「100ha以上」となり、2010
年センサスでは時系列による検討も可能となった。
　そこで、本稿では経営耕地面積15ha以上の農家の時系列分析を通じて、今後の大規模農家の
動向を検討する。
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２．15ha以上農家の基本構造
（１）経営耕地面積規模別の動向−15ha以上農家の着実な増加−
　表１によると、経営耕地面積15ha以上の農家は2000年の2,832戸から2010年の5,796戸へと
10年間で２倍に増加した。その内訳をみると、2010年における15 〜 20ha層は3,008戸、20 〜
30ha層は1,921戸、30 〜 50ha層は701戸、50ha以上層は166戸であり、全規模層で00−05年
の増加数を05−10年の増加数が上回っている。特に30 〜 50ha層及び50ha以上層では、引き続
き50％超える増加率を保っており、近年急激に増加していることがわかる。また、15ha以上層
の農家数シェアは全販売農家の0.4％に過ぎないが、農地面積のシェアは5.2％にまで上昇してお
り、これらの農家の動向が農業振興を考える上で、無視できない状況になりつつある。
（２）農地流動化の動向−組織経営体の急増下における農地の流動化−
　さらに、農地の流動化の状況について見たのが表２である。2010年における農業経営体の借
地面積は83.2万haであり、2005年と比較して35.6％増加し、2010年における農地の流動化率
は32.4％まで上昇した。ただし、増加した借地面積21.8万haのうち組織経営体が15.9万ha
（72.8％）を占めている。これは、2007年から09年までに実施された水田・畑作経営所得安定
対策が要因として言われている３）。この施策は、個別経営体で４ha以上、組織経営体で20ha以
上を対象にしたため、施策の対象にならない小規模農家を中心に集落営農組織の設立が急激に進
んだ。その結果、借地面積83.1万haのうち、30.9％を組織経営体が占めることとなった。
　このような組織経営体による農地集積が進むなか、15ha以上の農家も着実に借地面積が拡大
表１　都府県における経営耕地面積別農家数（単位：戸、ha、％））
資料：農業センサス
注： 農地面積は、2000年は販売農家及び農家以外の農業事業体の合計した面積、2005年及び2010年は
農業経営体の値とした。
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している。借地面積の増加面積は00−05年の2.6万haから05−10年は3.2万haに増加し、借地面
積の拡大が15ha以上農家の増加に結びついていると言える。
（３）農業経営組織別農家数の動向−稲作経営と複合的経営の増加−
　15ha以上の大規模な農家が増えるなかで、これら増加する大規模な農家の特徴を検討するこ
とが必要であろう。そこで、農業経営組織別にみたものが表３である。まず、2010年の構成比
をみると、稲作単一経営が最も高い割合となっており、15 〜 20ha層では43.7％を占めている。
ただし、面積規模が大きくなるほど稲作単一経営の割合が低下し、50ha以上では24.4％まで低
下する。次に高い割合が稲作準単一経営である。15 〜 50ha層の各層では20％前後で推移して
おり、50ha以上層ではやや低下して15.9％になる。
　稲作以外の部門についてみると、酪農単一経営と複合経営のシェアが高いことがわかる。酪農
単一経営では20 〜 30ha層の13.2％を筆頭に、いずれの規模層においても10％前後のシェアを
有している。また、複合経営では15 〜 20ha層が8.9％にとどまっているが、面積規模が大きく
なるにつれてシェアが上昇し、50ha以上層では22.0％になる。
　以上のように、稲作単一経営の割合は規模が大きくなるにつれて低下するものの、稲作が経営
の主力となっている稲作準単一経営を加えた構成比の合計は、15ha 〜 50ha層のいずれの規模
層でも５割を超えており、50ha以上層でも４割のシェアを有している。
　次に2005年から2010年にかけての増減率及び寄与率（増加数に占めるシェア）より、近年の
動向について検討する。
　まず第１に、全体的な動向として、すべての階層で稲作単一経営及び稲作準単一経営の増減率
表２　農地の流動化及び主体別借地面積の推移
資料：農業センサス
注１： 借地面積は農業経営体の値である。ただし、2000年は販売農家及び農家以外の農業事業体を合
計した値である。
　２：流動化率は農業経営体の借地面積を経営耕地面積で除した値である。
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や寄与率が最も高く、15ha以上層の農家形成の原動力になっていることがうかがえる。特に20
〜 30ha層、30 〜 50ha層の各規模層では増減率が65％を超えるとともに、寄与率も45％を超え
ており、これらの層では稲作経営のウェイトが高くなってきていると言える。
　第２に、稲作を中心としつつも稲作以外の複合的な取組が多様化してきていることが特徴とし
てあげられる。これまで、稲作準単一経営における第２位部門の作物は麦や雑穀・豆類・いも類
が中心的な作物であったが、15 〜 20ha層及び20 〜 30ha層の規模において、露地野菜や施設野
菜への取組みが増加してきている。15 〜 20ha層における寄与率をみると露地野菜が6.8％、施
設野菜が3.0％（合計すると9.8％）、20 〜 30ha層では露地野菜が5.7％、施設野菜が2.0％（合
計すると7.7％）となり、麦や雑穀・豆類・いも類の寄与率を上回っている。
　第３に、複合経営の着実な増加である。15 〜 20ha層及び20 〜 30ha層における増減率は全体
平均（15 〜 20ha層：30.9％、20 〜 30ha層：47.1％）を下回っているためシェアは低下して
いる。しかし、30 〜 50ha層及び50ha以上層では増加率が高く、寄与率も30 〜 50ha層が
15.7％、50ha以上層が25.4％となっており、規模拡大している農家で少なくない数が複合化し
ている。
表３　農業経営組織別農家の動向（単位：％）
資料：農業センサス
注１： 単一経営農家とは農産物販売金額のうち主位部門の販売金額が８割以上の農家をいい、準単一経
営農家とは農産物販売金額のうち主位部門の販売金額が６割以上８割未満の農家をいい、複合経
営農家とは農産物販売金額のうち主位部門の販売金額が６割未満の農家をいう。
　２：「寄与率」とは各層の増加数全体に占める農業経営組織別の増加数の割合である。
　３：増減率の下線は各層の増減率平均を上回っているものを示している。
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　以上のような点を稲作経営に引きつけて整理をすると、①15 〜 30ha層では野菜などを含めた
多様な作物に取り組む稲作農家が増加しており、②30ha以上では機械化の進んだ稲作＋麦・豆
作農家が増加するとともに、③これらの層では複合経営農家も増加していると言える。換言すれ
ば、15ha以上の非常に大きな農家へ農地が集積する過程で、稲作経営は単一経営化と複合化の
２つの方向がみられる。
（４）農業労働力及び農業機械の動向
１）家族経営構成の状況
　まず、大規模農家の経営構成について検討しよう。表４は2010年における家族経営構成を表
している。15ha以上の農家では二世代家族経営、特に親子による経営が中心的であり、60％前
後を占めている。また、このような大きな規模層では三世代等家族経営による農家も一定の層を
なしており、50ha以上層では15.7％を占める。
　その一方で、一世代家族経営も３割弱存在する。規模層が大きくなるにつれて、その割合は低
下し、30 〜 50ha層では21.0％となるが、50ha以上層では27.7％へ急上昇する。さらに、一人
経営も６％前後存在しており、後継者問題、経営継承について、今後課題となると考えられる４）。
２）農業労働力の動向
　次に、常雇や臨時雇を含めた農業労働力について表５から検討する５）。まず、2010年におけ
る１戸あたりの基幹的農業従事者は15ha以上のいずれの規模層でも、おおむね３人程度である。
面積規模が大きくなると１戸あたりの基幹的農業従事者も若干増加する傾向が見られるが、経営
耕地面積が50haを超える農家でも2.9人であり、３人に満たない人数である。前節で明らかにし
たように、親子等による二世代家族経営が中心的である点と一致しており、経営主世代の夫婦に
後継者の息子が従事している経営がイメージできる。このような面積規模に比して、不足する世
表４　家族経営構成の現状（単位：％）
資料：2010年農業センサス
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帯員の労働力を補完するのが常雇や臨時雇である。
　常雇についてみると、大きな規模層ほど常雇導入農家率が高まるとともに、すべての規模層で
05年と比較して導入率が上昇している。2010年についてみると、常雇導入率は15 〜 20ha層の
14.3％から50ha以上層では52.4％へと約39ポイントの大きな差が生じており、経営耕地面積
50ha以上層における常雇への依存が強まっている。また、導入農家１戸あたりの常雇人数をみ
ると、20 〜 50haまでの各規模層では2.5人前後、50ha以上層で3.76人となり、１戸あたりの基
幹的農業従事者数に匹敵する人数となっており、大規模な面積を経営するにあたって、常雇の存
在が必要になりつつある。ただし、50ha以上の導入率は52.4％にとどまっており、約半分の農
家では家族世帯員を中心とした農業経営である。この点についてはさらなる検討が必要である。
　臨時雇についてみると、15ha以上層で導入している農家の割合は05年52.2％から10年71.7％
へ約20ポイント増加している。2005年では経営耕地面積と臨時雇導入率は比例関係にあったが、
2010年では規模に関係なく、一様に導入率が高い構造になっており、30 〜 50ha層が77.5％と
最も高く、他の規模層でもおおむね７割前後となっている。ただし、導入農家１戸あたりの延べ
人日では、面積規模とは比例関係がみられ、15 〜 20ha層の146人日から50ha以上層の422人日
へ３倍程度の開きが見られる。
　以上の点を整理すると、①経営面積が50ha以上を超えるような農家でも１戸あたりの基幹的
農業従事者は３人未満であり、②不足する家族労働力を常雇や臨時雇が補完している関係が見ら
れる。③常雇、臨時雇ともに導入する農家の割合は上昇し、④常雇人数は１戸あたり２〜３人程
度であるが、⑤臨時雇の雇用人数は面積規模に比例して増加する傾向にあると言える。
表５　農業労働力の構造
資料：2010年農業センサス
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３）機械所有の動向
　農業労働力とともに農業機械の導入や利用は効率的な経営をするにあたって重要な要素であ
る。農家の農業機械の所有台数は、機械の稼働可能面積と作業面積によって規定されており、作
業面積が稼働可能面積を上回るたびに、機械を増やすことが必要となる。そのため、規模拡大を
進めても、機械に対する投資コストが増加するため、単位面積あたりの減価償却費は、必ずしも
低下しないという問題が指摘されてきた。ただし、面積と機械の所有台数の関係は必ずしも実証
的に明らかにされてこなかった。今回のセンサスでは15ha以上の農家の所有構造が明らかにさ
れているので、経営耕地面積の区分をやや細かく区切ってみていきたい。
　表６を見ると、基本的に経営耕地面積の規模が大きくなるほど、農業機械の所有台数も多くな
り、特にトラクター台数は経営耕地面積50ha以上層では5.6台を所有している。また、コンバイ
ン６）台数は経営耕地面積30 〜 40ha層（1戸当たりの稲作面積21.0ha）で2.0台となっており、
稲の作付面積が20haを超えるとコンバインが２台必要になっていると考えられる。ただし、大
規模経営では作業受託を請け負っている経営が多く、作業受託面積を含めると実際に機械が稼働
する面積は増えると考えられる。また、田植機台数については経営耕地面積が50ha以上でも２
台水準の装備とはなっておらず、田植機の所有が抑制されている。この点に関しては、1戸あた
りの稲作面積が32.0haであり、比較的面積が小さいこともあるが、さらに多様な品種構成、直
播栽培の導入、組作業の工夫など様々な工夫がなされていると考えられる。
表６　経営耕地面積規模別農業機械の所有状況
資料：2010年農業センサス
注１：田面積率とは経営耕地面積に占める田面積の割合である。
　２：１戸あたりの稲作面積は稲を作った面積を、稲を作った農家で除した値である。
　３： １戸あたりのトラクター台数等は、所有台数を、所有している農家数で除し
た値である。
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（５）事業多角化の動向−農産加工及び直接販売への取組−
　さらに、事業の多角化への取組も15ha以上層においては、積極的に取り組まれている。一般
的に事業の多角化はファーム・サイズでとらえるよりも、ビジネス・サイズからとらえるべきと
の指摘があるが、15ha以上層においては販売金額も比較的大きく、常雇の導入などにより労働
力も充実していると考えられる。そこで、表７の農業生産関連事業への取組状況をみると、農産
物加工は取組自体は少ないものの、取組農家数は、15 〜 20ha層で2005年の131戸から2010年
には173戸へ、20 〜 30ha層で79戸から161戸へ、30 〜 50ha層で43戸から55戸へ、50ha以上
層で10戸から27戸へと着実に増加しており、面積規模層と取組戸数には一定の比例関係が見ら
れる。取組割合も30 〜 50ha層を除いて５年間に上昇しており、特に50ha以上層では9.4％から
16.3％へと約７ポイントの上昇となっている。
　また、直接販売も取組農家数は増加しており、15 〜 20ha層で878戸から932戸に、20 〜
30ha層で470戸から661戸に、30 〜 50ha層で192戸から265戸に、50ha以上層で43戸から72
戸にそれぞれ増えている。ただし、取組割合は50ha以上層が40.6％から43.4％に上昇している
ものの、それ以外の各層では低下している。
（６）農産物販売金額の動向−減少する販売額−
　以上のように15ha以上農家の基本的な動向についてみてきたが、最後に農産物販売金額の状
況について検討する。図１によると、推定平均販売金額は５年前と比較して大きく減少しており、
大規模な経営ほど平均販売金額の減少幅が大きい。15 〜 20ha層は2005年の2,457万円から
2010年には2,348万円へと109万円減少（4.5％減）しているのに対して、30 〜 50ha層は4,970
万円から4,380万円へと590万円も減少（11.9％減）している。
　また、20haから50haにかけての各層の販売金額をみると、当該規模層の2005年の販売金額水
準は、2010年では１つ上の規模層のそれとほぼ一致する。すなわち、2005年の20 〜 25ha層
表７　農業生産関連事業に取り組む農家数及び主要な取組の動向（単位：戸、％）
資料：農業センサス
注： 農業生産関連事業として、2010年センサスでは、「農産物の加工」、「消費者に直接販売」、「貸農園・
体験農園等」、「観光農園」、「農家民宿」、「農家レストラン」、「海外への輸出」、「その他」が標章さ
れている。これらの取組のうち少ない取組は表出を略した。
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（3,240万円）は2010年の25 〜 30ha層（3,351万円）、2005年の25 〜 30ha層（3,541万円）は
2010年の30 〜 40ha層（3,641万円）、2005年の30 〜 40ha層（4,339万円）は2010年の40 〜
50ha層（4,380万円）と同水準であり、2005年の販売金額水準を維持するためには、経営耕地
面積規模の１階層の上向が必要だったことがわかる。ただし、50ha以上層では5,287万円から
6,007万円へと720万円増加（13.7％増）している。
（７）小括
　経営耕地面積15ha以上の農家は、流動化した農地を集積しながら着実に増加しており、その
経営面積シェアは５％を超える水準にまで到達し、地域によっては重要な担い手として期待が高
まっていると考えられる。
　その農家の経営内容は稲作を基幹作物としながら、麦・大豆などに取り組んでいる農家が多い
が、露地野菜や施設野菜などを取り込んでいる農家の増加や、さらには複合経営への動きも見ら
れた。
　さらに、農業労働力の面では基幹的農業従事者が２〜３人という状況のなかで、常雇や臨時雇
を活用しながら、不足する労働力を補完している構造が読み取れた。加えて、農業機械について
は、コンバインやトラクターの所有台数が規模に応じて増加しているのに対して、田植機はあま
り増加しておらず、田植の作業期間を延長するなどの多様な取組が行われていることを惹起させ
た。
図１　経営耕地面積規模別の推定平均農産物販売金額（都府県）
資料：農業センサス
注： 推定平均販売額は、各経営面積規模別の販売金額の推定された総額から販売農家数で除した金額である。
　　 総額の推定に当たっては、小田切［2008］、木下［2008］を参考にして、販売金額の中位数に農家数
を乗じた値とした。
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　また、農業生産部門だけではなく、事業の多角化として直接販売や農産加工などに取り組む農
家数が増加しており、これら部門への積極的な関与がうかがわれた。
　しかし、農産物販売金額で見た場合には、近年の全体的な農産物価格の低落傾向の影響により、
販売金額を減少させている。ただし、特に水田作部門に関しては、各種交付金による下支えがあ
り、これらを含めた総合的な検討が必要であり、この点については第４章で検討したい。
　以上のように都府県全体でみた場合には15ha以上の大規模農家は増加しているが、さらに地
域別に検討することが必要であろう。そこで、次の章では地域ブロック別の検討を行う。
３．急増している地域における15ha以上農家の動向
−東北・北陸・北関東・東海−
（１）地域ブロック別15ha以上農家数の動向
　15ha以上農家の動向を地域ブロック別にみたのが表８である。まず、全規模層で共通してい
るのは、東北の圧倒的なシェアの高さである。2010年のシェアは15 〜 20ha層が42.6％、20 〜
30ha層が38.5％、30 〜 50ha層が32.2％、50ha以上層が23.5％である。ただし、近年、北陸、
北関東、東海などを中心に非常に大規模な農家が増加しており、東北のシェアは低下傾向にある。
また、50ha以上層のシェアは、東海で急激に上昇し、シェアは25.9％にまで達しており、東北
の23.5％を上回っている。
　このように15ha以上の大規模農家はこれまでの東北一極集中的な構造から、北陸、北関東お
よび東海でも急増しており、広汎に形成されつつある。ただし、四国、山陰、山陽および東山で
表８　地域ブロック別15ha以上農家数の推移（単位：％）
資料：農業センサス
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は、15haを超える農家数は増加しつつも依然として低調な状況にあり、地域的な偏在、すなわ
ち東日本と西日本における農業構造の違いがより鮮明に現れている。
　さらに、近年、急激に増加した地域について、地域ブロック別に農地の集積率をみたものが次
の表９である。これによれば、都府県15ha以上農家の農地集積率は5.2％であり、その農地種目
は田面積が72.6％、畑面積が26.0％を占めており、畑が一定程度のシェアを占めている。特に
面積規模が大きくなるほど、畑が占める割合も高まり、50ha以上層では37.8％が畑面積で占め
られている。そこで畑に着目してみると、東北及び北関東が比較的高い水準にある。東北では
15ha以上の農家が経営する総農地面積のうち34.6％が畑面積であり、50ha以上層では62.2％と、
田面積の37.0％を圧倒的に上回っている。北関東においても同様であり、15ha以上層では、総
農地面積の31.5％が畑である。
　一方で、北陸や東海における15ha以上農家の経営する総農地面積に占める田面積割合は両地
域ともに９割を超えており、両地域における大規模農家の多くが稲作を基幹とする水田作経営に
なっていると考えられる。
　また、各規模層における農地面積は農家数の急増にともなって増加しているが、その寄与率（農
地面積の増加量に対する田面積及び畑面積の占める割合）をみると、田面積の増加が農地面積の
増加をもたらしていることがわかる。都府県でみると、15ha以上の農家が経営する面積全体は
43.2％増加しているが、その増加した面積のうち82.1％が田面積の増加であり、畑面積の増加
による影響は16.4％に過ぎない。ただし、50ha以上層では、増加した農地面積に対する寄与率
表９　４地域の農地集積率（単位：千ha、％）
資料：2010年農業センサス
注１：農地面積計とは農業経営体の経営する面積の合計である。
　２：樹園地面積は省略した。
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が田面積で65.9％、畑面積で29.2％であり、この規模層では畑の存在が無視できない。特に東
北では、田面積の寄与率が50.1％に対して、畑面積のそれは46.3％であり、両者の寄与率は拮
抗している。
　以上のように15ha以上の大規模な農家においては、地域の農地の賦存状況に応じて多様な農
業経営が展開されていると考えられ、次の節ではこれらの経営内容について、さらに検討をする。
（２）４地域の農業経営組織の動向
　表10は既述のとおり、近年、15haを超える農家が急激に増加した地域について、主要な農業
経営組織及び2005年から2010年にかけてどのような農業経営組織が増加しているのかを表した
ものである。
　まず、これらの４地域で共通しているのは構成比で第１位のシェアを有するのは稲作単一経営
及び稲作準単一経営であり、かつこの５年間で急増したのもこれらの経営であることを表してい
る。稲作準単一経営における第２位部門をみると、これまで政策的に転作田に対して麦作や大豆
作などが奨励されてきた背景もあり、これらの転作作物を含めた経営が多いが、一部では露地野
菜や施設野菜などが散見されており、これらの作物にも取り組む農家が地域を問わずに増加して
いることがわかる。
　次に、各地域の特徴的な点について検討する。まず、東北では15ha以上の各規模層において、
酪農単一経営組織が一定のシェアを有していることがわかる。東北では、岩手県を中心に、比較
的農地に恵まれた地域性を有するため、牧野に代表されるような草地や牧草専用地などの畜産的
土地利用が活発な地域であり、広い農地面積を背景として酪農経営が展開されていることを表し
ている。
　北陸は水田率の高さを反映し、稲作単一経営及び稲作準単一経営の割合が高く、両者の合計は
いずれの規模層でも９割を超えている。また、面積規模が大きな層では、稲作の第２位部門とし
て雑穀・豆類・いも類などへ取り組んでいる農家の割合が目立つ。ただし、20 〜 30ha層の稲作
準単一経営の寄与率をみると、第２位部門で露地野菜に取り組む農家が雑穀・豆類・いも類のそ
れよりも高く、北陸でも露地野菜の導入が進みつつあることがうかがえる。
　北関東は米麦二毛作地帯という地域性を裏付けるように、稲作準単一経営の第２位部門で麦作
に取り組む農家の割合が高い水準にあり、いずれの規模層でも10％以上のシェアを有している。
また、既述の通り、農地に占める畑面積の割合も高く、露地野菜単一経営や複合経営のシェアも
高いことが特徴的である。
　最後に東海は、稲作単一経営及び稲作準単一経営のシェアがやや高く、いずれの地域でも７割
程度のシェアを有している。北陸と異なる点は複合経営のシェアがやや高く、20 〜 30haでは
14.6％、30ha以上では20.8％のシェアを有している。また、稲作単一経営がいずれの規模層で
も第１位の地位にある。ただし、第２位の稲作準単一経営のシェアと比較すると、その差は大き
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くない。表出はしていないが、東海における稲作の販売金額が第１位の農家割合では15 〜 20ha
層が82.6％、20 〜 30ha層が90.4％、30ha以上層が87.1％であり、ほとんどの農家が大規模な
稲作に取り組んでいることがわかる。すなわち、複合経営までを含めて、多くの農家が稲作を基
幹とした経営であると考えられる。
（３）小括
　都府県全体では15ha以上の大規模な農家が増加していたが、地域ブロック別にみると、東北、
北陸、北関東、東海の４つの地域を中心とした動きであり、東日本を中心に大規模農家が増加し
ていた。これらの地域では、都府県と同様に稲作を中心とした農家が規模拡大を遂げている。た
だし、生産調整への対応としての転作作物への取組にはやや異なった様相がみられた。また、東
北地域では、稲作とともに酪農経営による面的拡大の動きもみられるなど、東北の農地種目に応
じているとも思われ、稲作経営とともに、その地域における農地資源を生かした農家による拡大
もみられている。
　その一方で、西日本では15ha以上農家の形成が遅れている。山陰、山陽、四国などの条件不
利地域を多く抱える西日本においては、大規模な農家が形成されるのは困難な地域であることを
裏付けているとも考えられる。ただし、数が少ないとはいえ、15ha以上の農家は増えており、
表10　15ha以上農家における地域ブロック別農業経営組織の動向（単位：％）
資料：農業センサス
注１： 2010年構成比は構成比が上位３位かつ10％以上の農業経営組織を記載した。なお、稲作準単一
経営については、２位部門が全体の構成比が５％以上の農業経営組織を記載した。
　２： 寄与率は2005−10年における販売のあった農家の増加数に占める農業経営組織の増加数につい
て、上位３位までの農業経営組織を記載した。
　３： 「豆」とは雑穀・豆類・いも類を、「露」または「露野」は露地野菜を、「施」または「施野」は
施設野菜をそれぞれ表している。
　４： なお、本来であれば「30 〜 50ha」、「50ha以上」で分析すべきところであるが、05−10年の動
向で見た場合には増加数が少なすぎるため、「30ha以上」で一括りにした。
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今後、詳細な実態調査が必要であろう。
４．大規模水田作農家の経営分析
　近年、急激に増加する15ha以上農家の基幹的な経営は稲作であり、稲作を中心に麦類や豆類、
さらに野菜作などに取り組んでいることが、前章までの分析で明らかになった。そこで、これら
の経営の収益性などについて、本章で検討する。そこで検討にあたって、農林水産省統計部が公
表している農業経営統計調査における水田作延べ作付面積別水田作経営（個別経営、都府県）の
データを利用する。ただし、本データは規模別に約100標本をサンプル数として収集しているが、
結果として平均値である。そのため前章までで見たような多様な取組についても平均化されてし
まい、その部分が捨象されてしまうため、詳細な分析には不十分であるが、基本的な動向につい
ておおよそ把握できると思われる。
　そこで主要な指標について表したものが表11である。表11は2008年〜 2009年のデータを平
均化したものであり、2005年センサス結果を母集団として抽出された農家の経営データである。
ここでの特徴的な点を列記すると、第１に作付延べ面積規模と稲作面積割合が逆相関の関係にあ
り、延べ面積規模が増加するにつれて、稲作面積割合は低下し、麦類及び豆類面積割合が上昇し
ている。また、15ha以上層では稲作面積割合と麦類及び豆類面積の合計が100％を超えるよう
な水準である一方、15ha未満層では100％を下回る水準にあり、15haを境にして農地の利用構
造が異なることが考えられる。
　第２に農業粗収益について検討すると、粗収益全体に占める稲作の割合は５〜７ha層の66.1％
から20ha以上層では53.3％へ低下する一方で、麦類及び豆類の割合が3.4％から9.1％へ上昇し
ている。また、麦類及び豆類は生産調整・転作等に対する各種交付金の対象ともなることから、
共済・補助金等の割合が作付延べ面積規模の大きな層ほど上昇しており、20ha以上では26.5％
を占めるに至っている。
　第３に農業及び稲作経営の収益性について検討する。まず、家族労働１時間あたりの農業所得
及び稲作所得は、作付延べ面積規模が大きくなるほど増加する傾向にあり、20ha以上層の１時
間あたり農業所得は3,355円、稲作所得は3,255円にまで増加し、５〜７ha層の1.8 〜 2.3倍の水
準になる。また、１時間あたりの農業所得と稲作所得を比較すると７）、５〜 15haまでは稲作所
得が農業所得を上回っており、15ha以上層になると均衡する。つまり、15ha未満では稲作に匹
敵するほどの作目を見いだせていないことが推測される。その一方で、15ha以上層では麦や大
豆などの転作作物について、各種交付金まで含めた経営を行い、稲作部門と同水準の収益性を確
保している。また、そのため麦類や豆類の作付面積割合が高く、稲作の作付面積割合が低い構造
になっていると考えられる。
　その結果として、共済・補助金等が農業所得に占める割合をみると、５〜 7ha層が33.4％であ
平　林　光　幸
− 110 −
るのに対して、20ha以上層では84.1％にまで上昇する。つまり、水田作経営において、規模拡
大を行い、大規模な農業経営を展開するためには、政策的な支援が不可欠であると言える。
５．おわりに
　近年、都府県においても農地の流動化が進み、15ha以上の農家も各地で生まれ始めている。
本稿では、このような従来までの大規模農家の枠を超えた面積を経営する農家について、2005
年及び2010年センサスのデータを利用して、その基本的な構造について検討してきた。
　15ha以上の農家における基本的な構造については以下のように要約される。
　第１に経営内容は稲作を基幹としながら、麦・大豆とともに露地野菜や施設野菜などを取り込
んでいる農家などが増えている。
　第２に農業労働力の面では基幹的農業従事者が２〜３人のなかで、常雇や臨時雇を活用しなが
ら、規模拡大の中で不足する労働力を補完している。
表11　個別経営の稲作１位経営における収益構造（都府県、2008 〜 2009年平均）
資料：農業経営統計調査
注１：本表は2008 〜 09年のデータを平均したものである。
　２：稲作及び麦類・豆類の作付面積割合は経営耕地面積を母数とし２年出した割合である。
　３：収益性における１時間あたり所得は家族労働に対する所得である。
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　第３に、近年の農産物価格が低落傾向にあるなかで、同じ面積規模層のままであれば販売金額
が大きく減少している。
　第４に地域ブロック別にみると、東北、北陸、北関東、東海などの東日本を中心に15ha以上
農家が形成されているが、条件不利地域を多く抱える西日本においては、その動きが弱い。
　第５に水田作経営の経営構造について検討すると、15ha以上層では１時間あたりの農業所得
及び稲作所得も高く、稲作以外の作目でも高収益性を上げているが、農業所得に占める各種交付
金の依存度は非常に高い水準にある。
　以上のように大規模農家が近年増加しているが、主に水田作経営を中心としたものであり、か
つこれらの経営では補助金などの各種交付金に支えられて、経営が成り立っていると言える。つ
まり、政策的な支援がなければ、特に水田作部門に関しては農家として成立し得ない構造にある。
今後、安定的に地域の担い手を育成していくためには、政策の安定的かつ継続的な運用が求めら
れていると言える。
　ただし、本稿では統計データによる分析であるため、統計には表れない取組や、平均化された
データでは見られない動きも多数あると考えられる。今後は地域の実態調査を積み重ねて、研究
を進めていくことが必要である。
 （ひらばやし　みつゆき・農林水産政策研究所）
【付記】
　このたびは定年退職おめでとうございます。吉田先生には、調査の方法からお酒の飲み方までのイロハを教えていただき
ました。ここに厚く御礼を申し上げますとともに、先生の益々のご活躍とご健康をお祈りいたします。
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注
1 ）本稿は個人的な見解に基づくものであり、所属する組織の見解を代表するものではありません。
平　林　光　幸
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２）経営形態別農業統計調査（個別）によると、都府県農家における平均農業所得（2007-09年の３カ年平均）は経営耕地
面積15 〜 20haが713万円、20ha以上が1,148万円であり、20ha以上の経営面積で１千万円台を超える水準となる。
3 ）橋詰［2011］は、組織経営体の１つである集落営農組織の急激な増加とこれらの組織への農地面積の集積について、詳
細に分析にしている。
4 ）この点について、平林［2012］は15ha以上における経営主75歳以上においても約１割の農家が後継者が確保できてい
ないことを指摘している。
5 ）農業経営体全般に関する労働力の分析は安藤［2012］が詳しい。
6 ）これまでの農業センサスの調査では、「自脱型コンバイン」と稲作収穫作業に利用するコンバインを明示的に記載してあっ
たが、2010年センサスでは「コンバイン」の台数を調査しているため、大豆等の収穫作業で利用する汎用コンバインも
含まれていると考えられるので、注意が必要である。
７）農業所得には稲作所得が含まれており、稲作以外の所得がなければ、稲作所得＝農業所得となる。しかし、稲作以外の
作物からの所得もあり稲作と稲作以外の作物の収益性を比較するため、間接的に両者を比較している。
